取引基本契約書
（以下「甲」という。）と株式会社ジーリーメディアグループ（以下「乙」という。）とは、次のとおり取引基本契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第１条（目的）
乙は、甲より、甲が取り扱う商品のうち甲が指定した商品（以下「本商品」という。）を購入し、これを乙運営の台湾（以下「本地域」という。）における店舗および通販サイトにおいて、顧客に販売するものとする。ただし、乙は、本商品の転売を目的とした小売店または卸売店等に対し、本商品を販売してはならない。
２．甲は、乙が本商品の販売を開始した日から６ヶ月間、本地域内において自ら本商品を販売してはならず、また、第三者に本地域内における本商品の販売を許可してはならない。ただし、甲乙間において別途合意した場合は、この限りでない。
第２条（基本契約性）
本契約に定める事項は、本契約の有効期間中、甲乙間で締結される個別の契約（以下「個別契約」という。）に対し共通に適用される。ただし、個別契約の内容と本契約の　　　内容とが異なる場合は、当該個別契約が優先する。

第３条（個別契約）
甲乙間の個別契約は、乙が、甲に対し、発注年月日、本商品の名称・価格および数量、納期、支払期日等が記載された注文書またはこれと同等の内容を記載した電子メールを交付し、甲がこれを承諾することによって成立する。
２．甲が、注文書を受領してから７日以内にこれを承諾しなかった場合は、甲は乙の申込みを承諾しなかったものとみなす。
３．甲は、本契約期間中であっても、本商品の全部または一部の販売を中止し、あるいはその包装を変更することができる。
第４条（価格）

甲が乙に対し販売する本商品の価格は、甲が個別契約成立時に日本において販売する本商品の価格（税抜）の　　　　％とする。
第５条（請求・支払）
甲は、甲が乙への納入を完了した本商品について、乙に対する請求額を毎月末日締めで算出し、請求する。
２．乙は、前項の請求に従い、請求書受領月の末日までに、請求額に当該請求額に対して課される消費税および地方消費税相当額を加算した額を日本円にて甲の指定する銀行の預金口座へ振り込み支払う。なお、振込手数料は甲が負担する。

３．前項に定める支払期日が銀行休業日にあたる場合は、かかる休業日までに支払うものとする。

４．乙は、本契約に基づき甲に対して負担する金銭の支払を遅延した場合は、支払期日の翌日から支払済みに至るまで、年率１４.６％（年３６５日日割計算）の割合による遅延損害金を支払う。
第６条（目的物の納入）
甲は、本契約および個別契約において定める条件に従い、本商品を乙の以下指定納入場所に納入するものとし、その納入にかかる費用は、下代　　　万円以上の購入で甲が負担する。
〒250-0862神奈川県小田原市成田68-1 

株式会社はぴふる　ジーリー部門　
池田宛 0465-39-1577

２．乙は、前項の定めにより甲から本商品の納入を受けた場合、当該納入日から７日以内に個別契約に定める条件との相違、数量不足、包装の毀損・不備および外形上判断することのできる品質不良等について検査し、検査結果を甲に通知する。なお、当該検査期間内に乙が甲に対して書面で異議を申し出なかった場合は、当該検査期間満了時に検査が完了したものとみなす。かかる検査の結果、乙が、本商品に瑕疵を発見した旨を甲に対し通知した場合、甲は、直ちに自らの責任と費用で当該本商品を修正または交換して、乙の再検査を受ける。
３．乙は、前二項の定めに従い納入が完了した本商品について、流通加工および通関の手続を自己の責任と費用において行うものとし、その適法性については、乙が一切の責任を負うものとする。
第７条（所有権・危険負担の移転）
本商品の所有権は、乙が前条第２項に定める受入検査の結果、納入された目的物が検査に合格し、かつ乙が甲に対し個別契約にて定めた代金の支払いを完了した時点で、甲から乙に移転する。

２．甲が目的物を所定の場所に納入するまでの間に、甲乙いずれかの責任にも帰すべからざる理由により目的物に生じた滅失、毀損等の危険は、甲がこれを負担し、納入後は、かかる危険を乙が負担する。

第８条（瑕疵担保責任）
本商品に甲の責めに帰すべき隠れた瑕疵が発見された場合、第６条第２項に定める受入検査合格日から６ヶ月以内に限り、乙は、甲に対して、良品との交換または瑕疵の補修を請求することができるものとする。
第９条（商標）
甲は、別紙２記載の商標（以下「本商標」という。）につき、乙に対して次の範囲の通常使用権を無償で許諾する。なお、乙は、本商標の具体的な使用形態につき、甲から指定された場合を除き、甲の事前承諾を得なければならない。
　（１）許諾商品　　本商品のうち甲が指定するもの 
　（２）使用地域　　本地域内 
　（３）使用範囲　　甲の事前承諾を得たうえで、本商品の販売および販売促進のため
に本商品の包装、パンフレット、商品説明書その他の販売促進物
に付して使用すること 
２. 乙は、本商標について、全部または一部を改変し、もしくは本商標の信用を損なうような方法で使用してはならない。
３. 乙は、本商標と類似する標章につき商標登録の申請をしてはならない。 

４. 乙は、第三者が本商標を侵害していることまたはそのおそれがあることを発見した場合、直ちに甲にその内容を報告するものとする。この場合、甲は、当該侵害またはそのおそれの排除、予防または差止めのために必要な行為を実施することができるものとし、乙は、甲の要請に基づきこれに協力するものとする。 

５. 乙が第１項および第２項の定めに反して本商標を使用した場合において、本商標の使用に関し第三者から権利侵害の主張、損害賠償の請求その他の主張または請求がなされ、または、本商標につき第三者から無効事由若しくは取消事由があると主張されたときは（無効審判若しくは取消審判を請求された場合を含む。）、乙は、自らの費用と責任でこれに対応するものとし、甲に一切の損失、費用等の負担を及ぼさないものとする。 

６. 乙は、本契約が終了した場合には、本商標の使用を直ちに取り止めるものとする。 
第１０条（宣伝活動）
乙は、本地域内において本商品を宣伝し、その販売を促進する。 

２．本商品に関する宣伝活動および掲載物の作成（以下「宣伝活動等」という。）は、乙の責任と費用において行うものとし、宣伝活動等に関する正確性および適法性については、乙が一切の責任を負うものとする。
３．宣伝活動等が、甲の業務に支障を与えると甲が判断した場合、甲は、乙に対し是正を求めることができるものとし、乙は正当な理由がない限り、これに従うものとする。
４．乙は、本商品の販売および宣伝活動等に関して、乙の顧客または第三者との間に争いが生じた場合またはそのおそれがある場合、速やかに甲に報告するものとし、自己の責任と費用において解決に当たるものとする。ただし、本商品の欠陥等に起因する争いその他当該争いが甲の責によるものであるときは、この限りでない。
第１１条(報告)
乙は、甲に対し、毎月５日までに、前月における次の事項について報告する。
（１）本商品の販売数 
（２）乙の宣伝活動等 
（３）本商品に関するクレーム、瑕疵の有無およびその内容

（４）その他本契約または本商品に関して甲が求める事項

第１２条（返品）
乙は、本契約が終了した日において、乙が個別契約に基づき購入した本商品の一部が売れ残った場合、甲に対し、売れ残った本商品を本契約が終了した日から３０日以内に引き取るよう求めることができるものとする。ただし、乙の責めに帰すべき事由により、本商品が毀損するなど、甲が乙に対して本商品を納入した時点の状態と実質的に異なる状態である場合にはこの限りではない。
２．前項の場合において、乙は、自己の費用をもって本商品を甲に返送する。

３．甲は、乙に対し、前項により本商品を受領した日の属する月の翌月末日までに、乙が当該本商品の対価として甲に対して支払った金額に相当する金額を支払うものとする。
第１３条（損害賠償）
甲および乙は、自らの本契約または個別契約への違反、もしくは第１８条(契約解除　および期限の利益喪失)に基づく契約解除により、相手方または第三者に損害を与えた　場合は、損害を被った当事者に対し、これを全て賠償する。

第１４条（不可抗力免責）
甲および乙は、天災地変・伝染病・戦争・暴動・内乱・市民擾乱その他の社会的事変、法令の制定・改廃、政府による命令・処分・指導等の公権力の行使、通信回線の事故、争議行為、水道・ガス・電気の供給停止または燃油類の不足等による工場の操業停止、原材料・資材の不足、輸送または通関等の遅延による本契約または個別契約の全部または一部の履行遅滞もしくは履行不能について、一切その責任を負わない。

２．甲および乙は、前項に定める事由が生じた場合には、相手方に対してその旨の通知をする。甲および乙は、かかる通知発送後１ヶ月を経過しても前項の不可抗力事由が解消されず、本契約の目的を達成することができない場合は、何等の催告なくして本契約もしくは個別契約の全部または一部を解除することができる。

第１５条（権利義務の譲渡禁止）
甲および乙は、相手方の書面による事前の承諾がない限り、本契約または個別契約上の地位、権利または義務の全部または一部を第三者に譲渡し、または担保の用に供してはならない。

第１６条（秘密保持）
甲および乙は、本契約および個別契約の締結および履行に関連して知り得た相手方の営業上、技術上、その他一切の情報（以下、「秘密情報」といい、有形・無形を問わない。）を、適切な措置を講じることによって秘密情報を秘密として保持するとともに、本契約および個別契約の履行以外の目的で使用してはならず、第三者に漏洩・開示しない。ただし、次の各号のいずれか一に該当する情報はこの限りではない。

（１）開示された時点で既に自ら正当に所持していたこと、または正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負わずに入手したことを証明できる情報

（２）開示された時点で既に公知または公用であった情報

（３）開示を受けた後に自己の責任によらずに公知または公用となった情報

（４）開示を受けた後に開示された情報と関係なく独自に開発したことを証明できる情報

２．甲および乙は、相手方の書面による事前の承諾なくして、秘密情報を本契約および個別契約を履行するために必要最小限度の範囲を超えて、複製・複写・編集しない。

３．甲および乙は、その内部においても、本契約および個別契約を履行するために必要最小限度の役員または従業員等もしくは弁護士等の外部専門家（以下「開示対象者」という。）に対してのみ秘密情報を開示し、それら開示対象者についても自己と同様の秘密保持義務を負わせるとともに適切な監督を行い、当該開示対象者の行為（退職後の行為も含む。）につき、責任を負う。

４．甲および乙は、本契約が終了した場合または相手方から求められた場合は、秘密情報（複製・複写・編集された物を含む。）を相手方に返還し、または相手方の指示に従い　　　廃棄するものとし、相手方の求めに応じ、かかる措置が完了したことを証する書面を　　送付する。

５．甲および乙は、法令または公権力等により、秘密情報の開示が義務付けられた場合は、当該義務の範囲内において、相手方に事前通知の上、秘密情報を開示することができる。ただし、これにより本条各項の義務は免除されない。

第１７条（変更・解約）
甲および乙は、１ヶ月の予告期間をおいて、書面をもって相手方に通知することにより、本契約および個別契約の変更・解約をすることができる。ただし、甲乙合意による場合は、何時でもこれを行うことができる。

第１８条（契約解除および期限の利益喪失）
甲および乙は、相手方が次の各号の一に該当した場合は、何等の催告を要せず、直ちに本契約および個別契約の全部または一部を解除することができる。なお、かかる解除は、解除をした当事者の相手方に対する損害賠償請求を妨げない。
（１）本契約または個別契約の各条項の一に違反した場合

（２）不渡処分もしくは公租公課の滞納処分等を受けた場合、または仮差押・仮処分・強制執行・差押の申立てがなされた場合

（３）破産・民事再生・会社更生・特別清算等の手続申立てを受けた場合、または自ら申立てをした場合

（４）営業の廃止、会社の解散もしくは合併の決議をし、または官公庁から業務停止・営業許可取消・営業停止その他業務継続に支障をきたす処分を受けた場合

（５）支払停止状態に陥った場合
（６）その他著しい信用不安が生じた場合

（７）株主構成、役員等の変動により、会社の実質的支配関係が変化し、従前の会社と同一性がなくなったと合理的に判断される場合

（８）自らまたは第三者を利用して、暴力的行為・詐術・脅迫的言辞・業務妨害行為等の行為をした場合

（９）自らまたはその役員もしくは従業員が、暴力団・暴力団員・暴力団関係企業・　　　団体またはその関係者・その他反社会的勢力（以下、「暴力団等」という）であることが判明した場合

（10）自らまたはその役員もしくは従業員が、暴力団等でないことに関する相手方の　　調査に協力せず、または相手方に求められた資料等を提出しない場合

（11）その他前各号に準ずる重大な信用失墜行為などがあった場合
２．甲は、乙が前項各号のいずれか一に該当すると判断した場合は、本契約または個別契約の定めにかかわらず、本商品の全部または一部の納入を中止することができる。甲は、かかる場合において、乙に対し、乙の損害を賠償する責任を負わない。
３．甲または乙は、第１項各号のいずれか一に該当した場合は、相手方に対する一切の債務につき当然に期限の利益を失い、相手方に対して負担する―切の金銭債務を直ちに弁済する。
４．甲は、第１項に基づき本契約を解除したときは、乙が占有する本商品の引渡しを受け、または乙の承認その他の意思表示なくして、甲が乙に売り渡した本商品の一切を引き揚げることができるものとする。引き揚げた本商品の中に、代金が完済されている商品が含まれている場合においては、甲は、乙に対し、その代金に相当する金額を支払うものとする。
第１９条（契約終了時の効果）
本契約が期間満了、または契約解除等いかなる事由により終了した場合であっても、第８条（瑕疵担保責任）、第９条（商標）、第１３条（返品）、第１４条（損害賠償）、第１５条（不可抗力免責）、第１６条（権利義務の譲渡禁止）、第１７条（秘密保持）、第１９条（契約解除および期限の利益喪失）、第２１条（準拠法）、第２２条（裁判管轄）および本条の規定については、契約終了後もなお効力を有する。

第２０条（準拠法）

本契約および個別契約は、日本法に準拠し、これに従って解釈される。
第２１条（裁判管轄）
本契約および個別契約について訴訟の必要が生じた場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

第２２条（協議解決）
甲および乙は、本契約に定めのない事項、または本契約の解釈について疑義または　　紛争が生じた場合は、誠意をもって協議解決を図る。

本契約締結を証するため、本書２通作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。
２０２０年　月　　日
甲　
乙　東京都渋谷区千駄ヶ谷５−２０−１１
　　第一シルバービル５階
株式会社ジーリーメディアグループ
代表取締役　　吉田皓一
